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論 文 内 容 要 旨
会計測定論 としての従来の会計理論、 とりわけ 「動態論」 とよばれる会計理論 は、企業会計の一
元的 目的を 「期間損益計算」 に設定(限 定)し て構築 された理論 といえよ う。 しか しなが ら、 この
ような理論 は、 はた して現行 の企業会計を的確 に説明 しえているのであろうか?
本稿 は、 このような問題意識の もとに、現行の企業会計を一種 の記号 システムとして とらえたう
えで、 そのサ ブシステムの一つであるところの会計測定 システムにっいて、記号論 的考察を試みた
ものである。
その内容 は二部構成 となってお り、 は じめに、第1部 「動的会計学説再考 一 「真の動態論」構築
のためのパ ラダイムを求 めて一」で は、諸先学 によって構築 された会計理論(会 計学説)を 媒介 と
して会計測定 システムを考察せん とする、 いわばメタ レベルでの考察(「 メタ構文論的考察」およ
び 「メタ意味論的考察」)が 試 み られている。
なお、 この第1部 における議論の概要 は、以下の とお りである。
第1章Schmalenbachの 『動的貸借対照表論』再考 一 ドイッ動態論の中核 をなす一理論 として一
(1)Schmalenbachに よれば、貸借対照表 は、給付 と収入、 および、費消 と支出とのあいだに生
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ず る 「未解消項 目」の集約表であり、期間利益計算の 「補助手段」 として機能す る。 しか しな
が ら、貸借対照表 にかんす るSchmalenbachの 理論 は、①給付概念の混乱、②貨幣項 目の解
釈 の困難性、 という致命的な問題点を内包 している。
(2)Schmalenbach理 論 の問題点 は、 その理論 の根底 に潜んでいる 「交換取 引」 という基本思考
によって もた らされている。そ して、 この基本思考 は、経営を 「共同経済の一機関」 とす る経
営観、および、会計の目的を 「利益計算」 に求 めるという会計観 と密接 な関連性を有 している。
(3)通 常、動態論 は会計の目的を利益計算(期 間損益計算)に おいて構築 された理論 と解 される
ことが多 いが、Schmalenbachが 本来主張 しよ うとしていた ことは、動態論がいわば 「フロー
の理論」 にほかな らない、 とい う点 にあ ると思われ る。
第2章Walbの 『損益計算論再考』 一Schmalenbach動 態論 の一展開 として一
(1)Walbに よれば、貸借対照表 は、支払系列の諸勘定を総括するものであ り、給付系列の諸勘
定 を総括する損益勘定 とともに、期間損益計算の 「直接的手段」 として機能す る。 しか しなが
ら、貸借対照表にかんするWalbの 理論 は、貸借対照表を作成す る固有の意義を見 いだ しえな
い、 とい うSchmalenbach理 論 とは違 った意味での致命的な問題点 を内包 している。
(2)給 付系列 と支払系列における 「二系列的損益計算」をその主要 な内容 とす るWalb理 論は、
「交換取引」 という基本思考が徹底 して反映 された理論 とな っている。 しか しなが ら、その基
本思考は、Schmalenbach理 論 と同様に、(1)に示 したような理論上の問題点(理 論的破綻)を
もた らす原因 となっている。
(3)Walb理 論が 「フローの理論」 であり、なおかつ、現行の企業会計をささえ る複式簿記 の機
構 に着 目して構築 されているという点 は、おおいに評価に値する。
第3章Patonの 『会計理論』再考一アメ リカ動態論の一典型 として 一
(1)Patonは 、会計の目的を、 「経営管理 に有効 な資料 を提供する」 とい う点に求め、期間損益
計算(な い し損益にかんする資料の提供)に 限定す ることを避 けている。
(2)Patonに よれば、企業会計の認識対象は、個別企業 に流入 ・流出す る価値である。 そ して、
会計独 自の計算構造の特徴 は、個別 の価値の流れを 「プロパテ ィ」 と 「エクイティ」 という二
っの側面か ら認識 ・記録 しその均衡を維持するという点にある。 この二側面的認識 ・記録 こそ
が、複式簿記の 「複式性」 にほかな らない。
(3)Patonは 、貸借対照表を、すべてのプ ロパテ ィとエクイティを総合的 に表示す るもの とと
らえ、収益 ・費用勘定を も含めたすべての勘定 は貸借対照表に従属する、 と理解 している。
(4)企 業会計の目的を期間損益計算 に限定す ることな く、また、企業 における経済事象の基本単
位を 「経済財 の一方的な流れ」 ととらえて構築 されたPatOn理 論 は、現行 の企業会計を記述
す るうえでの一っの有力なパ ラダイムとな りうる。
っつ く第2部 「会計測定者の複式思考 と会計測定の諸局面一記号論的アプローチによる会計測定
論の一展開 一」では、第1部 における考察の成果を踏まえたうえで、会計測定 システムにかんする
筆者な りの記号論的考察が試み られている。 その内容は、①会計測定 システムの核心 ともいうべ き
経6
「会計測定者の思考様式」に焦点をあてた考察 と、②期間損益計算およびキャッシュフロー計算 と
い う会計測定の諸局面に焦点 をあてた考察、か ら構成 されている。
なお、 この第2部 における議論の概要 は、以下のとお りである。
第4章 会計測定者 の複式思考一W.A.Patonの 所論を手がか りとして一
(1)複 式簿記の機構にささえ られた現行の企業会計(と りわけ会計測定 システム)を 特徴づ ける
のは、会計測定者固有の思考様式であるところの 「複式思考」である。 したがって、会計測定
者の複式思考は会計測定 システムの核心であるといえる。
(2)会 計測定者 の複式思考 としては、 「因果的複式思考」 と 「分類的複式思考」 という二種類 の
思考様式が想定 され うる。 しか し、因果的複式思考 は企業の経済事象 にかんする誤 った事実認
識(交 換取引)に もとついて想定 されたものであり、分類的複式思考 こそが会計測定 システム
を解明す るうえで想定 しうる思考様式である。
(3)Patonが 示 してい る 「:貸借対照表等式 の公準」 は、会計測定者 の分類的複式思考 にかん し
て要約的 に叙述 した ものである、 と理解 される。 したが って、 この公準 は、会計測定者 の思考
様式にかんす る考察を行 う際の重要な手がか りとな る。
(4)プ ロパ ティと土クイテ ィという二っの類概念は、資金形態 と資金源泉 とい う資金の二側面 を
意味する概念である。 また、 これ らの概念 は、いずれ も会計測定者の思考内容によって定義づ
けられる概念であ り、会計測定者 が分類的複式思考 という固有の思考様式をとることによ り生
成される概念 にほかな らない。
第5章 期 間損益計算 にかんする記号論的再吟味一田中茂次教授の所論 を手がか りとして一
(1)現 行 の企業会計(会 計測定 システム)は 、複式簿記 の機構の もとで フローを測定対象 として
勘定記録を作成す る、いわば 「フロー測定 システム」で ある。 したが って、諸勘定に記 されて
いる数値記号 は、すべて、 フローの測定値 を指示 している。
② 会計測定 システムの一局面であるところの期間損益計算 も、 フローを測定対象 として作成 さ
れた複式の勘定記録 をもとにして行われる。すなわち、期間損益 は、各種の収益勘定 および費
用勘定 に記 されている測定値(フ ロL測 定値)の 差額(収 益マイナス費用)と して算定 され、
そのよ うな期間損益算定方法を 「損益法」 とよぶ。
(3)本 来 の意味での財産法 は、 ス トックを直接的測定対象 とす る、いわば 「ス トック測定 システ
ム」 における期間損益算定方法を意味す る。 したが って、それは、「フロー測定 システム」 と
い う現行の企業会計 のなかには存在 しえない ものである。
第6章 キ ャッシュフロー計算 にかんする記号論的再吟味
一FASB財 務会計基準書第95号 を手がか りとして一
(1)「 直接法 によるキ ャッシュフロー計算書」 と 「間接法によるキャッシュフロー計算書」 は、
それぞれ異 なった内容を有 した会計報告書 であり、け っして代替的なものではあ りえない。
(2)開 示方法 と して直接法 を採用 したキ ャッシュフロー計算書は、会計上 のデータベースか ら会
計 データを抽出 ・編集 する方法(誘 導法)に より作成 される。 したが って、 この会計報告書は、
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会計情報利用者 に対 し新 たな情報を提供 しうる。 これに対 して、間接法を採用 したキャッシュ
フロー計算書 は、既存の決算財務諸表に示されている会計 データか ら作成 されうるものであ り、
新たな会計情報 を提供するものではない。
(3)『SFAS第95号 』は、基本理念 として、キ ャッシュフローの総額清報を重要視 し、直接法 の
採用を勧奨 しているにもかかわ らず、事実上、間接法の適用を義務づ けている。 これは明 らか
な矛盾であ りといわざるをえない。
(4)会 計情報利用者に対 し新 たな情報 を提供 しようとするな らば、直接法の適用を義務づ けるか
たちで制度改正がはか られるべきである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論文は、 ドイ ッおよびアメ リカで展開 されてきた動態論 としての在来の会計理論が 「会計測定
論」 としての特徴 をもっ との認識 のうえに立 って、 これを記号論 的に再吟味 し、会計測定 の全域が
「価値 の流れ」 というような フロー概念に関す る複式思考 に もとついた測定 にほかな らないことを
論証 しつつ、期間損益計算やキ ャッシュフロー計算 の領域だけでな く企業会計上 の諸計算がいずれ
もフロー計算 として説明されることとなる 「真 の動態論」を展開す るための、っ まり、いわば 「動
的会計測定論」を展開するための、基礎固あを行 ったものである。
II
本論文 は、大別すれば、二っの部分か ら構成 されている。すなわち、一っ は、第1部 「動 的会計
学説再考 一 『真の動態論』構築のためのパ ラダイムを求めて一」 であ って、第1章 か ら第3章 まで
の各章でそれぞれ、E.Schmalenbach、E.Walb、 およびW.A.Paton、 の所論を吟味 しなお し
て、 ドイッおよびアメ リカで展開されて きた会計測定論の特徴 と問題点を明 らかにする部分である。
いま一つは、第2部 「会計測定者の複式思考 と会計測定の諸局面 一記号論 的アプローチによる会計
測定論の一展開 一」 であ って、第4章 か ら第6章 までの各章でそれぞれ先人の所論 ないしアメ リカ
の会計基準を手がか りとしっっ、会計測定 の諸局面を記号論的に記述 しなおす ことを試みる部分で
ある。本論文では、下記 のよ うな注 目すべ き論点が主張 されている。
(1)E.SchmalenbachとE.Walbの 所論は、 ともに、会計測定 の対象を いずれ も交換取引とみな
して論理を構成 したがゆえに理論的破綻をきた した。 しか しなが ら、測定対象が フロー概念 によっ
て規定され るものであることを把握 している点 は、評価することがで きる。
(2)W.A.Patonの 所説 は、個別企業 にかかわ る価値の流れがたとえ流入 と流出の うちのいずれ
か一方であ って も、 それを 「プロパティ」 と 「エクイティ」 とい う二っの側面か ら二重分類的複
式に認識 ・記録す ることが複式簿記 の機構 にささえ られた会計測定で は基本的 に行われ る、 とい
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うことを説いてお り、学ぶべ き点が多い。
(3)W.A.Patonが 指摘 した 「貸借対照表等式の公準」 は、会計測定のプロセスが測定者固有の
基本的思考様式である二重分類的複式思考によって規定 されている、 とい うことを叙述 した もの
である。
(4)会 計測定 のプ ロセスにおいて作成 され る複式 の勘定記録はいずれ も、価値の流れに関す る会計
測定者 の複式思考を記号的に表現 した ものである。 それは、貸借対照表や損益計算:書などの決算
財務諸表をさまざまな目的意識ない し情報欲求 に応 じて作成す るさいの基礎的データとなるもの
である。貸借対照表 に開示 され る会計情報 の基礎 となる勘定記録 は、 ス トックの測定結果ではな
くて、各勘定において算 出 した累積的ネ ット・イ ンフローの金額 にほかな らない。
(5)期 間損益の算定 と開示 は、企業会計 の重要な目的の一つではあるけれ ども、唯一 の目的ではな
い。また、期間損益 の算定方式 として 「損益法」 と 「財産法」の二っが併用 されているかのよう
に説明 されることが少な くないけれども、複式簿記 の機構にささえ られた企業会計では 「損益法」
だけが採用されているのであ って、 「財産法」 は用い られていない。 この点に関 して、通説 も田
中茂次の所説 も訂正 されなければな らない。
⑥ アメ リカの財務会計基準第95号 で は、キ ャッシュフロー計算書 の開示方法 として直接法 と間接
法の二つが代替法であるかのように規定 され、 しか も間接法 だけが義務づ けられた。 しか しなが
ら、 この新 しい財務表の目的と 「動的会計測定論」 の論理に照 らしていえば、複式 の勘定記録に
もとつ いて作成 した会計情報を直接法 によ って開示す るキャッシュフロー計算書 こそを義務づけ
るように、会計基準 は改正 されなければな らない。
皿
本論文では、著者 自身がめざ している 「真 の動態論」すなわち 「動的会計測定論」が具体的かっ
体系的に展開 されているわけではない。 その展開は、著者 自身の今後の課題 と して残 されている。
しか しなが ら、本論文が先人の論説 を的確に超克す ることによって提示 しえた新 しい知見は、 けっ
して少 な くない。
よって、本論文 は博士(経 済学)の 論文 の水準 に達 してお り、成績 は 「合格」 と判定 され る。
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